
川崎市告示第１４７号 

 

温暖化物質の排出抑制に関する指針 

 

 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（平成１１年川崎市条例第５０号。以下

「条例」という。）第１２１条の規定に基づき、事業者が行う温暖化物質の排出の抑制に係

る取組を支援するため、温暖化物質の排出抑制に関する指針を次のように定め、平成２２年

４月１日から適用し、温暖化物質の排出抑制に関する指針（平成１２年川崎市告示第６１０

号）は、同日から廃止する。 

 

  平成２２年３月２４日 

   川崎市長 阿部 孝夫 

 

事業者は、条例第１２１条に規定する温暖化物質の排出抑制に係る取組を行うに当たり、

事業内容、事業所の形態等に応じ、次に掲げるところにより実施するものとする。 

１ 燃焼の合理化  

(1) 燃焼を行う設備には、負荷状態に応じた最適な燃料供給量及び空気量調整ができるバ

－ナ－等の燃焼設備、通風量及び燃焼室内の圧力を調整できる通風設備、熱効率を高め

る機能を備えた設備を採用すること。 

(2) 最適な空気比の設定による燃焼を行うこと。 

(3) 燃焼を行う設備について燃料等の供給量の把握、燃焼状態の把握及び燃焼設備の点検

等を定期的に行い、必要な設備の改善を行うこと。 

２ 熱損失の防止 

(1) ボイラ－等の伝熱面その他の伝熱に係る部分は、定期的にばいじんその他の付着物を

 除去し、伝熱性能の低下を防止すること。 

(2) 熱媒体等の配管その他の設備及び加熱等を行う設備（以下「熱利用設備」という。）

は、適切な断熱材を用いて断熱化の措置を講ずること。また、断熱のための措置を講じ

た部分は、放散による熱の損失を防止するよう定期的に保守及び点検を行うこと。 

(3) 熱利用設備は、熱媒体の漏えいを防止するよう定期的に保守及び点検を行うこと。 

３ 廃熱の回収 

(1) 燃焼廃熱の回収利用を行うこと。 

(2) 廃熱の回収利用のための熱交換器、廃熱ボイラ－等は、定期的に伝熱面等の汚れの除

去、熱媒体の漏えい部分の補修等を行い、廃熱回収及び廃熱利用の効率を維持すること。 

(3) 熱電併給施設（コ－ジェネレ－ションシステム）を採用すること。 

４ 設備の合理的使用 

(1) 設備導入に当たっては、事業所の施設の配置、熱利用目的、利用時間等を総合的に勘

案し、最も効率的な熱利用システムとすること。 

(2) 事業所全体のエネルギ－使用状況の的確な把握を行い、効率的なエネルギ－の活用を

行うこと。 



５  温暖化物質の排出量の少ない燃料の使用 

都市ガス、液化石油ガス及び灯油への燃料転換を進めること。 

６ 自然（太陽）エネルギ－の利用 

太陽光発電及び太陽熱利用を導入すること。 

７ 低公害・低燃費車の使用 

天然ガス車、電気自動車、最新規制適合車等の低公害車及び燃料の消費効率の良い低燃

費車を積極的に使用すること。 

８ 緑化の推進 

二酸化炭素を吸収・固定する植物の育成及び緑化を進めること。 

９ その他 

  この指針に定めのない事項については、川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例（平

成２１年川崎市条例第５２号）第８条第１項の規定に基づく事業活動地球温暖化対策指針

（平成２２年川崎市公告１０１号）の例によること。 


